2017年1月10日～11日
NHK世論調査、憲法、通常国会20日開会、共謀罪、野党政策協議、基地、生前退位、「少女像」、メリルストリープ
世論調査 安倍内閣支持する５５％ 支持しない２９％
ＮＨＫ1月10日 19時24分
ＮＨＫの世論調査によりますと、安倍内閣を「支持する」と答えた人は、先月の調査より５ポイント上がって５５％、「支持しない」と答えた人は、３ポイント下がって２９％でした。
ＮＨＫは、今月７日から３日間、全国の１８歳以上の男女を対象に、コンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で世論調査を行いました。調査の対象は１５９１人で、６７％の１０５８人から回答を得ました。
それによりますと、安倍内閣を「支持する」と答えた人は、先月の調査より５ポイント上がって５５％でした。一方、「支持しない」と答えた人は、３ポイント下がって２９％でした。
支持する理由では、「他の内閣より良さそうだから」が３９％、「実行力があるから」が２２％、「政策に期待が持てるから」が１４％だったのに対し、支持しない理由では、「政策に期待が持てないから」が４１％、「人柄が信頼できないから」が２２％、「支持する政党の内閣でないから」が１５％でした。
政府が、韓国プサンの日本総領事館の前に慰安婦問題を象徴する少女像が設置されたことは極めて遺憾だとして、当面の対抗措置として、韓国に駐在する長嶺大使らを一時帰国させることなどを発表したことについて、政府の対応を評価するか聞いたところ、「評価する」が５０％、「評価しない」が９％、「どちらとも言えない」が３２％でした。
安倍総理大臣が、先月ハワイを訪れ、真珠湾攻撃の犠牲者をアメリカのオバマ大統領とともに慰霊し、不戦の誓いと日米の和解の意義を強調した所感を発表したことについて、評価するか聞いたところ、「大いに評価する」が３３％、「ある程度評価する」が４８％、「あまり評価しない」が１０％、「全く評価しない」が４％でした。
アメリカのトランプ次期大統領が今月２０日に就任し、新政権が発足することに関連して、トランプ次期大統領のもとで今後の日米関係は全体として今よりもよくなると思うか聞いたところ、「良くなる」が５％、「悪くなる」が４０％、「変わらない」が３４％でした。
トランプ次期大統領は、慣例を破って台湾の総統と電話会談を行うなど中国をけん制する一方、オバマ政権のもとで悪化したロシアとの関係改善に意欲を示していて、こうしたトランプ次期大統領の外交姿勢を好ましいと思うか聞いたところ、「好ましいと思う」が８％、「好ましくないと思う」が３０％、「どちらとも言えない」が５１％でした。
安倍総理大臣が、先月、ロシアのプーチン大統領と日ロ首脳会談を行い、北方領土で共同経済活動を行うため、特別な制度を設ける交渉を始めることで合意したことについて、評価するか聞いたところ、「大いに評価する」が７％、「ある程度評価する」が４６％、「あまり評価しない」が３１％、「全く評価しない」が９％でした。
日ロ両政府の今回の合意を受けて、北方領土交渉が今後、進展すると思うか聞いたところ、「進展すると思う」が１０％、「進展するとは思わない」が４８％、「どちらとも言えない」が３４％でした。
世論調査 各党の支持率
ＮＨＫ1月10日 19時33分
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各党の支持率は、自民党が３８．３％、民進党が８．７％、公明党が３．５％、共産党が３．２％、日本維新の会が１．６％、社民党が０．９％、「特に支持している政党はない」が３８．３％でした。
「特別法で退位可能」賛成４７％ 反対１１％ ＮＨＫ世論調査
ＮＨＫ1月11日 4時07分
天皇陛下の退位などを検討している政府の有識者会議で、天皇陛下一代に限る特別法によって退位を可能にするという意見が大勢であることについて、ＮＨＫの世論調査で議論の方向への賛否を聞いたところ、「賛成」が４７％、「反対」が１１％でした。
ＮＨＫは今月７日から３日間、全国の１８歳以上の男女を対象に、コンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で世論調査を行いました。調査の対象は１５９１人で、６７％の１０５８人から回答を得ました。
それによりますと、天皇陛下の退位などを検討している政府の有識者会議で、天皇陛下一代に限る特別法によって退位を可能にするという意見が大勢であることについて、議論の方向に賛成かどうか聞いたところ、「賛成」が４７％、「反対」が１１％、「どちらとも言えない」が３３％でした。
また、今の憲法を改正する必要があると思うか聞いたところ、「改正する必要がある」が３３％、「改正する必要はない」が２９％、「どちらとも言えない」が２９％でした。
さらに、現在、運転を停止している原子力発電所の運転を再開することについては、「賛成」が１７％、「反対」が４６％、「どちらとも言えない」が３０％でした。
安倍首相　改憲項目例示、「教育無償化」も　自・維が協議開始へ
毎日新聞2017年1月11日　東京朝刊
　安倍晋三首相が昨年１０月、自民党の保岡興治憲法改正推進本部長と会談した際、日本維新の会の憲法改正原案に盛り込まれた「教育無償化」を改憲項目として例示していたことが分かった。複数の両党関係者が明らかにした。自民党はその後、改憲議論のテーマとして明記。教育無償化は野党や国民の賛同も得やすいとの思惑があるとみられる。２０日召集の通常国会以降、本格化する改憲項目絞り込みの焦点の一つになりそうだ。 
　関係者によると、首相は会談で改憲項目案の一つとして教育無償化に言及。保岡氏に「『改憲したい』と言っている人たちとよく話し合い、連携してほしい」と述べたという。自民党は昨年１２月８日の衆院憲法審査会幹事懇談会で８項目の「今後議論すべきテーマ」を示し、教育無償化も明記した。自民、維新両党の衆院憲法審メンバーによる非公式協議も始める構えだ。 
　維新は昨年３月公表の改正原案に「幼児期の教育から高等教育に至るまで無償とする」との条文を盛り込んだ。維新は義務教育以外の幼稚園や保育所、高校、大学、専門学校などの無償化を想定する。 
　教育無償化は野党第１党の民進党も次期衆院選公約に掲げ、自民、維新両党は民進党にも賛同を呼びかける方針だが、民進党は「憲法に規定しなくても法整備で実現できる」と慎重だ。同党は無償化実施には５兆円が必要と試算。財源確保や対象となる学校の選定、所得制限を設けるかなども論点となる可能性がある。 
　現行憲法は２６条２項で「義務教育は、これを無償とする」と規定。さらに国は高校の授業料も全額または一部を支援する制度を設けている。【青木純、飼手勇介】 
新成人、見つめる９条　憲法への意識さまざま
信濃毎日新聞１月９日
[image: image2.jpg]


晴れ着姿で笑顔で記念写真を撮る新成人たち＝８日、松本市美須々の市総合体育館前
　成人の日（９日）を前にした８日、長野市や松本市など県内１５市町村で成人式が開かれた。憲法施行から７０年となる節目の年の新成人。各会場で「憲法」と聞いて思うことを尋ねると、戦争放棄と戦力不保持を定めた９条について言及する人が目立ち、安全保障問題への関心の高さを感じさせた。「国民主権」「男女平等」といった権利を重視する人がいた一方、憲法と暮らしとの関わりを実感できずにいる人も少なくなく、新成人の憲法に対する意識の差が浮かび上がった。
　上田文化会館（上田市）で信州大２年の六川雄真さん（２０）＝上田市＝は「９条の改定には反対」とした。将来は感性工学の研究者を目指しており、自身の研究が「武器の開発につながるのは嫌だ」と考える。松本市総合体育館で大学２年の嶋本渚さん（２０）＝東京＝は、米国のトランプ次期大統領が在日米軍の撤退に触れたことで「９条を改正し、自衛すべきだという声が高まるかもしれない」と懸念した。
　一方、長野市芸術館での式典に参加した専門学校１年、山田友広さん（２０）＝甲府市＝は「具体的なことは分からないが、最低限の実力を持つことは戦争の抑止にも必要ではないか」。国会で、憲法改定に前向きな勢力が改憲案発議に必要な３分の２以上の議席を占めていることを踏まえ、９条改定の議論の行方に関心を寄せる。
　「憲法」と聞き、上田市出身で国際基督教大学１年の山辺日和（ひより）さん（２０）＝東京都＝は「両性の平等」を定めた２４条が浮かんだ。昨年の参院選で女性の立候補者が少なかったことが気掛かりで、地元でも男性が政治の中心になっていると感じる。大学ではジェンダー研究に取り組む予定だ。長野市出身で都内の飲食店で働く小林文香さん（２０）は「国民が主人公という考え方は守らないといけない」と、前文などに記されている「国民主権」を挙げた。
　一方、岡谷市カノラホールでの式典に出席したつくば国際大（茨城県土浦市）１年の佐藤隼吾さん（２０）は、「社会が良くなるなら見直してもいいが、現状では改憲と暮らしとの関係性がよく分からない」とする。飯田市公民館の式典に出た専門学校２年、小林未佳さん（２０）＝新潟市＝は「社会と接点がもっとできれば（憲法が）身近になるかもしれない」と話した。 
しんぶん赤旗2017年1月11日(水)

安保法制は廃止しよう　東京　弁護士会が宣伝

　安保法制（戦争法）の廃止の世論を広げようと、東京都などの弁護士ら約３０人が１０日夕、千代田区のＪＲ有楽町駅前で、今年初の定例街頭宣伝に取り組みました。

　「安保法制は憲法違反」などと書かれたビラや使い捨てカイロなどを帰宅中の会社員らに配布。日本弁護士連合会憲法問題対策本部の山岸良太・本部長代行をはじめ弁護士らがマイクを握りました。
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（写真）憲法違反の安保法は廃止せよと宣伝する弁護士ら＝１０日、東京・有楽町駅前


　山岸氏は、自衛隊の国連平和維持活動（ＰＫＯ）任務に「駆け付け警護」が付与されたことをめぐり、南スーダンでは大規模な戦闘が続き、自衛隊が戦争に巻き込まれてしまうと指摘しました。

　その上で、「日本人が海外で一発の銃弾も放たず、一人の戦死者も出さず、一人も人を殺さなかったのは憲法９条があったから」と強調。「安保法制は直ちに廃止されなければなりません。ぜひ一緒に考えていきましょう」と呼びかけました。

　宣伝は第二東京弁護士会が主催。日本弁護士連合会、関東弁護士会連合会、東京弁護士会、第一東京弁護士会が共催しました。

通常国会、２０日召集を伝達＝政府
　菅義偉官房長官は１０日午前、衆参両院の議院運営委員会理事会で、通常国会を２０日に召集することを伝えた。菅長官は２０１６年度第３次補正予算案と１７年度予算案を召集日に提出する方針も示した。
　与野党は衆院議運委理事会で、安倍晋三首相の施政方針演説など政府４演説を２０日に、各党代表質問を２３、２４両日に行うことで合意した。参院では２４、２５両日に各党代表質問が行われる見通しだ。
　首相は１０日の自民党役員会で、「まずは補正予算案の成立、そして来年度予算案の早期成立を図っていきたい」と強調した。（時事通信2017/01/10-12:26）
通常国会20日に召集、閣議決定　6月18日まで

共同通信2017/1/10 16:29
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衆院議院運営委員会の理事会に出席した菅官房長官（右から2人目）＝10日午前

　政府は10日の持ち回り閣議で、通常国会を20日に召集すると決めた。会期は150日間で、延長がなければ6月18日が会期末となる。菅義偉官房長官は決定に先立ち、衆参両院の議院運営委員会理事会に出席し、20日召集を伝達。2016年度第3次補正予算案と17年度予算案を20日に国会提出するとも説明した。

　安倍晋三首相は自民党役員会で、通常国会に関し「政府、与党が一体となって万全の態勢を取る。16年度第3次補正予算や、17年度予算の早期成立を図る」と強調した。

　与野党は10日の衆院議運委理事会で、20日に首相の施政方針演説など政府4演説を実施することで合意した。

政府 通常国会２０日召集を伝達 会期は６月１８日まで
ＮＨＫ1月10日 14時28分
新年度（平成２９年度）の予算案などを審議する通常国会について、政府は、衆参両院に今月２０日に召集する考えを正式に伝え、衆議院では、その日に安倍総理大臣の施政方針演説などを行うことで与野党が合意しました。
１０日に開かれた衆参両院の議院運営委員会の理事会には、菅官房長官が出席し、ことしの通常国会を今月２０日に召集し、今年度の第３次補正予算案と新年度（平成２９年度）予算案を、その日のうちに提出する考えを正式に伝えました。
これによって、通常国会の会期は６月１８日までの１５０日間となります。
これを受けて、衆議院の理事会では、その後の審議日程が協議され、召集日の２０日に安倍総理大臣の施政方針演説など政府４演説を行ったうえで、これに対する各党の代表質問を２３日と２４日に行うことで与野党が合意しました。
一方、衆議院の理事会では、佐藤議院運営委員長が、天皇陛下の退位をめぐる法整備の在り方などをめぐって、衆参両院の議長と副議長が来週１６日に協議することを報告しました。
通常国会の20日召集決定　政府４演説、同日に実施 
日経新聞2017/1/10 19:04
　政府は10日の持ち回り閣議で、通常国会の20日召集を決めた。同日に2016年度第３次補正予算案と17年度予算案を提出し、安倍晋三首相による施政方針演説など政府４演説を実施する。各党の代表質問は23～25日の予定だ。
　安倍晋三首相は10日の自民党役員会で「政府・与党が一体となって万全な態勢をとりながら、16年度補正予算案や17年度予算案の早期成立を図る」と述べた。
共謀罪「現代の治安維持法」＝共産・小池氏
　共産党の小池晃書記局長は１０日の記者会見で、「共謀罪」を創設するための組織犯罪処罰法改正案について、「思想信条、表現の自由など基本的人権を侵害するもので、治安維持法の現代版とも言えるような大悪法だ」と述べ、廃案に追い込むため全力を挙げる方針を示した。（時事通信2017/01/10-17:06）
共産 書記局長「共謀罪」新設法案 成立阻止に全力を
ＮＨＫ1月10日 18時55分
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共産党の小池書記局長は記者会見で、いわゆる「共謀罪」を新設する法案について憲法が保障する基本的人権を侵害するものだとして、成立の阻止に全力を挙げる考えを示しました。
政府は、テロなどの謀議に加わった場合に処罰の対象となる、いわゆる「共謀罪」について、適用される組織を限定し、罪名も「テロ等準備罪」に変更した組織犯罪処罰法の改正案を、今月２０日に召集される通常国会に提出する方向で最終調整しています。
これについて共産党の小池書記局長は記者会見で、「犯罪の行為ではなく、意思そのものを処罰するもので、刑法の大原則に反し、憲法が保障する思想信条や表現の自由など、基本的人権を侵害するものだ。治安維持法の現代版といえる大悪法だ」と指摘しました。
そのうえで、小池氏は「『テロ等準備罪』と名前が変わっても、『共謀罪』の本質は全く変わらず、国会への提出そのものを許さないという戦いを、ほかの野党と力を合わせて広げていきたい。もし、政府が提出するなら、総力を挙げて廃案のために頑張り抜く」と述べ、成立の阻止に全力を挙げる考えを示しました。
しんぶん赤旗2017年1月11日(水)

「共謀罪」法案の提出　許さないたたかいを　小池書記局長が会見
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（写真）記者会見する小池晃書記局長＝１０日、国会内


　日本共産党の小池晃書記局長は１０日、国会内で記者会見し、政府が通常国会に提出を狙う「共謀罪」法案について問われ、「治安維持法の現代版とも言える大悪法だ。国会への提出を許さないたたかいを、他の野党や市民のみなさんと力をあわせて広げていきたい」と表明しました。

　小池氏は、「（共謀罪は）犯罪の行為でなくて、意思そのものを処罰するわけで刑法の大原則に反している。日本国憲法が保障する思想、信条、表現の自由、基本的人権を侵害するものだ」と厳しく批判しました。

　さらに小池氏は、「共謀罪」が対象となる犯罪が６７６にも上ることについて「本当に幅広い犯罪に適用され、歯止めなく広がっていく危険がある」と指摘しました。

　小池氏は、政府が「共謀罪」を「テロ等準備罪」と称し、テロ対策を同法案提出の口実にしていることを批判し、「共謀罪の本質はまったく変わらない。通常国会への提出は許さないという立場で臨むが、もし政府が提出をはかるようであれば総力をあげて廃案のために頑張り抜きたい」と力を込めました。

「共謀罪」新設の法案「通常国会で成立を」自民 二階幹事長
ＮＨＫ1月10日 12時56分
自民党の二階幹事長は記者会見で、いわゆる「共謀罪」を新設する法案について、今月２０日に召集される通常国会に政府が提出すれば、会期内の成立を目指す考えを示しました。
世界各地でテロ事件が相次ぐなか、政府は各国と協調して対策を強化するため、テロなどの謀議に加わった場合に処罰の対象となる、いわゆる「共謀罪」について、適用される組織を限定し、罪名も「テロ等準備罪」に変更した組織犯罪処罰法の改正案を、今月２０日に召集される通常国会に提出する方向で最終調整しています。
これに関連して、自民党の二階幹事長は記者会見で、「提案される以上は、当然、今度の国会で、成立を目指すということになる」と述べ、政府が法案を提出すれば、会期内の成立を目指す考えを示しました。
一方で、二階氏は「テロ対策をしっかり講じておかなければいけないことも事実だが、そのことが、ほかに誤解を呼ぶようなことの無いよう、配慮しながら、円満に結論を見いだしていきたい」と述べ、丁寧に審議を進めたいという考えも示しました。
産経新聞2017.1.10 11:24更新 
自民・二階俊博幹事長、「共謀罪」成立「できれば今国会で」

自民党の二階俊博幹事長（斎藤良雄撮影） 
　自民党の二階俊博幹事長は１０日午前の記者会見で、「共謀罪」の構成要件を一部変更する組織犯罪処罰法改正案について「提案をする以上は、できれば今国会で、と当然なる」と述べ、２０日に召集される通常国会での成立を目指す考えを明らかにした。
　二階氏は「テロ対策をしっかり講じなければならないことも事実だ。単に誤解を呼ぶことがないように配慮しながら、結論を円満に見いだしていきたい」と語り、慎重に議論を進める方針を強調した。
　共謀罪を盛り込んだ法案は、捜査機関の拡大解釈による不当逮捕や人権侵害につながるとの懸念を理由に、野党が強く抵抗し、これまで３回廃案となっている。
「共謀罪」６７６罪の絞り込み焦点　テロ対策は１６７罪
朝日新聞デジタル金子元希、久木良太、松井望美2017年1月11日00時34分

「共謀罪」の法案めぐる主な経緯
　菅義偉官房長官は１０日、衆参両院の議院運営委員会理事会で、通常国会を２０日に召集する方針を伝えた。犯罪の計画段階で処罰する「共謀罪」の構成要件を変えた「テロ等準備罪」を新設する法案が大きな焦点で、政府の原案で６７６に上る対象犯罪の数が与党協議や国会審議の論点となりそうだ。
　自民党の二階俊博幹事長は１０日の記者会見で、法案成立への意欲を見せた。「テロに対する対策をしっかり講じておかないといけない。提案する以上は、できれば今国会で（成立）ということになる」
　「共謀罪」関連法案は過去３回にわたり提出されたが、捜査当局の拡大解釈によって「一般の市民団体や労働組合も対象になる」「内心や思想を理由に処罰される」との批判を浴び、廃案になっていた。
　政府は当初、昨年の臨時国会に提出する方針だった。結局は環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の国会承認に万全を期すとして見送ったが、菅義偉官房長官は５日の記者会見で「テロ等組織犯罪を未然に防ぐのは、国民も望んでいる」と強調。
　政府は、長年の懸案である国際組織犯罪防止条約を締結する上で、国内法の整備が必要だとして法案の成立にこだわる。
　条約を結べば、テロの計画段階で処罰する法律を持つ締結国と同じレベルで、日本でも準備行為での取り締まりを行うことや、国際的な組織犯罪に対する捜査協力が可能になるからだ。法務省幹部は「今のままでは国際的な信頼を欠く」と話す。
　今回の法案では、過去の法案で適用対象とした「団体」から、テロ組織や暴力団、振り込め詐欺グループなどを想定した「組織的犯罪集団」に限定。さらに、犯罪を実行するための「準備行為」をすることを、法を適用する要件に追加した。具体的には、凶器を買う資金の調達や犯行現場の下見などが当たるという。
　適用の条件を厳しくしたといえるが、対象犯罪は「懲役・禁錮４年以上の刑が定められた重大な犯罪」としたため、犯罪の数は６７６になった。政府内部では「テロに関する罪」や「組織的犯罪集団の資金源に関する罪」、「薬物に関する罪」などに分類されているが、「テロに関する罪」と位置付けられたのは１６７で、全体の４分の１にすぎない。
　法案に反対する日本弁護士連合…　【続きあり】
４野党、共通政策へ協議＝原発再稼働の是非焦点
　民進、共産など野党４党は１０日、次期衆院選に向けた共通政策を話し合う実務者協議の初会合を衆院議員会館で開いた。安全保障関連法に反対する団体「市民連合」と連携しながら、議論を重ねていく方針を確認。市民連合の要望に沿って、格差是正策や社会保障の充実などを重点的に打ち出す方向だ。
　市民連合は先に４野党側に脱原発を共通政策に盛り込むよう提案しているが、この日の協議では個別政策の意見交換は行われなかった。原発政策では、共産、自由、社民３党が再稼働に反対するのに対し、民進党が条件付きで容認する立場で、一致点を見いだせるかが焦点となる。
　実務者協議には、民進党の大串博志政調会長、共産党の笠井亮政策委員会副責任者、自由党の山本太郎共同代表、社民党の吉川元・政審会長が出席した。　（時事通信2017/01/10-15:03）
野党4党、衆院選へ政策協議開始　脱原発など焦点

共同通信2017/1/10 19:12
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共通政策づくりに向け協議する野党4党の政策責任者＝10日午後、国会

　民進、共産、自由、社民の野党4党は10日、次期衆院選での共闘を見据え、共通政策づくりに向けた実務者協議をスタートさせた。安全保障関連法の廃止などを訴える市民団体「市民連合」の提言を基に検討を進める方針を確認。民進党と、他の3党で温度差がある脱原発政策などで合意できるかが焦点となる。

　民進党の大串博志政調会長は協議後、記者団に「提言を4党でどう共有できるか話し合う」と述べ、衆院解散時期もにらみながら準備を急ぐ意向を強調した。国会内で開かれた実務者協議には大串氏のほか、共産党の笠井亮政策副委員長や自由党の山本太郎共同代表、社民党の吉川元・政審会長が出席した。

衆院選へ 野党４党が政策協議を開始
ＮＨＫ1月10日 16時38分
民進党や共産党など野党４党の政策責任者が国会内で会談し、次の衆議院選挙で共通して訴える政策について、連携の強化を図っている市民団体からの提言も踏まえ、具体的な検討を始めることを確認しました。
会談には、民進党、共産党、自由党、社民党の野党４党の政策責任者が出席し、次の衆議院選挙で共通して訴える政策をめぐって協議しました。この中では、４党が連携の強化を図っている市民団体・「市民連合」から、先月、安全保障関連法の廃止や、格差の是正や貧困の解消のための対策、それに脱原発政策などを一致して訴えるよう提言を受けたことを踏まえ、今後、４党で共有できる具体的な政策の検討を始めることを確認しました。
このあと民進党の大串政務調査会長は、記者団に対し「市民連合との政策の共有性はすでにある。衆議院の解散・総選挙が、いつあるかをにらみながら、さっと動いていける土壌を準備していく」と述べました。
野党４党 衆院選へ政策協議開始 焦点は脱原発政策
ＮＨＫ1月10日 4時47分
民進党や共産党など野党４党は、次の衆議院選挙に向けて、１０日に共通して訴える政策の協議を始めることにしていますが、各党で温度差がある「脱原発政策」で、どこまで踏み込んだ具体策を示すことができるのかが焦点となります。
民進党、共産党、自由党、社民党の野党４党は、次の衆議院選挙で「できるかぎりの協力」を行う方針で一致していて、１０日に４党の政策責任者が会談し、共通して訴える政策の協議を始めることにしています。
協議では、４党が連携の強化を図っている市民団体「市民連合」からの提言を踏まえ、去年の参議院選挙でも主張した、安全保障関連法の廃止や格差の是正や貧困の解消のための対策を重点的に訴えていくことで、調整が図られる見通しです。
一方で、「市民連合」の提言にも盛り込まれている「脱原発政策」をめぐっては、民進党が「２０３０年代に原発稼働ゼロを目指す」としているのに対し、共産党は「即時ゼロ」を主張するなど、各党で温度差があり、どこまで踏み込んだ具体策を示すことができるのかが焦点となります。
しんぶん赤旗2017年1月11日(水)

総選挙向け共通政策づくり　４野党実務者が初協議
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（写真）協議する、左から吉川元社民党政審会長、笠井亮党政策委員会副責任者、大串博志民進党政調会長、山本太郎自由党政審会長＝１０日、衆院第２議員会館


　日本共産党、民進党、自由党、社民党の野党４党は１０日、国会内で、次期総選挙での共通の政策づくりにむけた実務者協議を開始しました。

　同協議は、昨年１２月２６日の野党４党書記局長・幹事長会談での合意を受けて開かれたものです。日本共産党の笠井亮政策委員会副責任者、民進党の大串博志政調会長、自由党の山本太郎政審会長、社民党の吉川元政審会長が出席し、今後の協議の方向について「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」（市民連合）が昨年１２月９日の４野党との意見交換会でおこなった提案も踏まえて、意見を交わしました。

　笠井氏は「総選挙にむけて４野党で掲げる共通の政策をつくるため、これまでの到達点をベースに協議していきたい｣と述べました｡

次期衆院選で「共産との相互推薦困難」民進・野田幹事長
朝日新聞デジタル2017年1月9日23時32分
　民進党の野田佳彦幹事長は９日、次期衆院選に向けた選挙協力をめぐり、共産党が求めている相互推薦について「困難だ」と明言した。ＢＳフジの番組で語った。
　民進、共産、自由、社民の４野党の選挙協力をめぐっては、昨年１２月下旬の幹事長・書記局長会談で、共産が４党での候補者の「すみ分け」ができれば必ずしも相互推薦にこだわらない姿勢を示していた。
　野田氏は番組で「できる限りの協力をすることは、党首間で合意している。候補者をどう調整するか。交渉を実務者でやっている」と述べ、引き続き、共産との候補者調整は進めていく考えを強調した。
野党共闘で61選挙区逆転　14年衆院選を基に試算

共同通信2017/1/9 18:35

　2014年衆院選の小選挙区（295）の得票を基に、現在の民進、共産、自由、社民の野党4党が共闘して統一候補を立てた場合の与野党の勝敗を共同通信社が試算した。自民、公明両党候補は計61選挙区で逆転される。比例代表も含めた衆院議席（475）で265議席にとどまり、自公両党は憲法改正の国会発議に必要な「3分の2」を割り込む。逆転の61選挙区のうち31は当選1、2回の自民党現職の地元で、同党若手の選挙基盤の脆弱さが露呈した。

　次期衆院選で試算通りとなれば、自民党単独では233議席と過半数に届かない。安倍晋三首相の政権運営が不安定化するのは必至だ。

実戦に近い特殊作戦も　自衛隊の県内米軍基地「研修」、15年度は最多48回

沖縄タイムス2017年1月10日 07:46

　自衛隊による県内の米軍基地内での「研修」が増加傾向にあり、２０１５年度は記録が残る０８年度以降最多の４８回に上ったことが防衛省の資料で分かった。中でも陸上自衛隊は１５年度、テロ対策などの専門部隊、中央即応集団が「特殊作戦研修」に初めて２回参加している。実践的な経験を積む事実上の「共同訓練」で、日米の軍事一体化が進む実態が浮き彫りとなった。（政経部・大野亨恭）

　「特殊作戦研修」は０９年度から開始し、１５年度は４月と８月にそれぞれ中央即応集団特殊作戦群の１０人が参加した。

　１５年８月１２日にうるま市沖で訓練中の米陸軍ヘリが米艦船上に墜落し、２人の陸自隊員が負傷した事故も、この研修の一環だった。



在沖米軍基地内での自衛隊の「研修」実績

　防衛省はあくまでも「研修」とするが、艦船墜落事故は米陸軍特殊部隊（グリーンベレー）がヘリから降下し、武装勢力から船を奪還する訓練の最中だった。１０人のうち２人はヘリに同乗、８人は艦上で訓練を学ぶ極めて実戦に近い内容だった。

　また、１２年からはキャンプ・ハンセンやシュワブ、ホワイトビーチなどで米軍の水陸両用作戦にも訓練名目で参加している。防衛省は「技術向上や日米隊員間の関係強化が目的」とするが、陸自が１７年度に新設する「水陸機動団」で導入する水陸両用車「ＡＡＶ７」の操作を学ぶ狙いもあり、「訓練」か「研修」か、線引きはあいまいだ。

　防衛省がまとめた研修実績によると、０８年度は陸海空合わせて２６回だったが年々増加し、１５年度は過去最多の４８回に上った。１５年度の内訳は、空自２６回、陸自２１回、海自１回となっている。

　民主党政権下の１２年、防衛省はキャンプ・シュワブやハンセンなどに陸自を常駐させる計画を立案したことが明らかになっている。伊江島補助飛行場など県内１３施設と周辺２水域を「共同使用」の候補地として挙げるなど、沖縄を舞台に、水面下で軍事一体化計画が進んでいる。

宮古島陸自配備、賛否明言せず　沖縄県知事「市民判断見守る」

琉球新報2017年1月10日 06:30 
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　翁長知事
　沖縄県の翁長雄志知事は９日、２２日投開票の宮古島市長選への出馬を表明している前県議の奥平一夫氏（６７）＝無所属＝の応援で宮古島入りした。奥平氏が反対する同市への陸上自衛隊配備計画について「地元でもさまざまな意見がある。市民の判断を見守りたい」などと記者団に述べ、配備の賛否を明言しなかった。
　翁長知事は「（県民の心が）二つに分かれていては基地問題も経済発展もうまくいかない。全てのもので一致しているわけではない」と語った。
　一方、翁長県政を支える「オール沖縄」陣営の選考委員会から擁立された医師の下地晃氏（６３）＝無所属、社大、社民推薦＝は、奥平氏のみへの支援に異議を訴えているが、翁長知事は「オール沖縄関係者で会合を開き、選挙が終わったらノーサイドで頑張ろうと確認した。私の決意は理解してもらえると思う」と述べた。
　市長選にはそのほか、現職の下地敏彦氏（７１）＝無所属、自民推薦＝と前市議の真栄城徳彦氏（６７）＝無所属＝が出馬を表明している。
「沖縄と年収200万円違う」 季節労働の37歳、子のため出稼ぎ13年 【新連載「働く」を考える】連載「働く」を考える連載　雇用・労働ワーキングプア季節労働
沖縄タイムス2017年1月10日 17:00

　正月３日。宮城正樹さん（３７）は自宅近くの公園で、子どもたちと凧（たこ）揚げをして過ごした。家族水入らずの正月休みは２年ぶり。「パーパー」と甘えてくる子どもたちのために、絡まった凧の糸をほどいてやる。夏に１度会ったきりだった生後８カ月の末娘を抱く手がどこかぎこちない。



拡大する
子どもたちと凧揚げする宮城正樹さん。家族と過ごす正月休みは２年ぶり。「子どもたちが大きくなるのは早いなと思う」

　宮城さんは、三重県にある自動車部品の製造工場で期間工、いわゆる「キセツ」として働く。この１３年間、沖縄と本土を行ったり来たりする生活を続けている。

　子どもは高校２年生を筆頭に８人いる。最初に県外に働きに出たのは、中１の長男がまだ妻の優子さん（３８）のおなかにいるときだった。

　家族と離れて期間工を続けるのはひとえに生活費のためだ。「子どもがかわいい時期にそばに居られないのは寂しいけどね。自分が向こうで働いているから、子どもたちにおやつのある生活をさせられる」

■　　　　■

　工場の月給は手取りで２８万～３３万円。寮の家賃７千円や食費、小遣いを含めた宮城さんの生活費を引いても、２２万～２７万円が残り、それが家族の生活費になる。

　給与のほか、ボーナスが年２回、計１００万円出るのも大きい。

　「沖縄で働いていたときと収入が１年で２００万円以上違う。２００万円といったら、沖縄の人の年収でしょ」

■　　　　■

　宮城さんは沖縄で、内装工として働いていた。日給制で、月収にすると１５万～１８万円、ボーナスが盆と正月に３万～５万円ずつ。現場によって午後９時ごろまで残業することはざらだったが、残業代が出たことはなかった。昇給はなく、３人でこなす現場を１人でやっても給料は変わらなかった。

　社員６人の有限会社だった。受注数は多かったが、売り上げがどのくらいなのか、給与がどう決められているのか分からなかった。会社は本土企業と業務提携してから経営がおかしくなっていった。

　期間工の仕事は日給が上がり、残業代もつく。宮城さんはお金をためるために、できる限り残業している。きつくても、給料明細を見ると疲れが吹き飛ぶ。

　「沖縄では給料が安く、がんばっても上がらなかった。今は働いた分、収入が入る。だから、皆、キセツに行くんじゃないですかね」

やっぱり沖縄で働きたい。でも…

　宮城正樹さん（３７）が働く三重県の自動車部品工場は、従業員６００～７００人のうち半分以上が沖縄から来ている。５０代以上の人も少なくない。働く理由は、宮城さんのように家族の生活費のためから、学費や開業資金のためまでさまざま。

　現地の人に「沖縄ってそんなに仕事ないの？」と聞かれる。「仕事はあるけど給料が安いから」と答える。工場で働く同僚も、沖縄での給料は１０万円ちょっとだった、という人が多い。いったん沖縄に戻って働いても、仕事が比較的楽で給料の高い期間工に戻ってくる人が多い。

■　　　　■

　宮城さんの工場での仕事は部品の溶接だ。１日立ちっぱなしで、それに慣れるまでが大変だが、単純作業の繰り返しで、「誰にでもできる仕事」だという。

　内装の仕事は給料は上がらなかったが、技術が身に付いた。「キセツの仕事は何年やっても、ほかのところで使えるようなスキルは身に付かないと思う」

　４０歳が目の前。「俺、ずっとキセツやっているのかなと不安になることがある」

　期間工は有期雇用で契約期間の上限は原則３年。最長でも３年でいったん職を失うことになる。

　半年の空白期間を経て応募できるが、競争率は高く、採用されるのは１００人のうち５０人程度。同僚の中には、８回面接を受けてやっと採用された人もいる。

　宮城さんはこれまで順調に雇用されてきたが、今後、継続雇用される保証はない。

■　　　　■

　宮城さんはことし４月、半年ごとの契約更新のタイミングに、沖縄に引き揚げることを考えている。

　マイホーム建設のために定職に就きたいからだ。雇用が不安定な期間工では、住宅ローンの借り入れが難しいと聞く。

　妻の優子さん（３８）の父のつてで、水道設備会社への就職のあてがある。「また見習いから始めることになるが、資格を取らせてくれるというので」

　不安はお金のことだ。給料は今の半分以下になるかもしれない。

　８日間の正月休みの間、一緒に寝ていた小学２年生の次男が、三重に戻った宮城さんを恋しがって泣いている、と優子さんから聞かされ、胸が痛んだ。

　「やっぱり家族のいる沖縄で仕事がしたい。給料がもう少し高ければ。せめて本土並みに上がってくれれば…」（文中仮名）（学芸部・高崎園子）

■　　　　■

　沖縄は平均給与が全国の８割に満たない低賃金社会だ。ワーキングプア（働く貧困層）率は全国一高く、社会問題になっている子どもの貧困は親の貧困に他ならない。労働時間は全国平均より長く、社会保険加入率は低い。労働組合の組織率は昨年初めて１割を切った。さまざまなデータから厳しい労働環境が見える。電通社員の過労自殺をきっかけに「働き方」への関心は全国で高まっている。沖縄の労働者はどのような働き方をしているのか。実態を追い、働く環境改善の方策を探る。

あなたの働き方、教えて下さい

　沖縄タイムスでは、沖縄で働く人たちが抱えている問題を取材しています。あなたの働き方の現状を教えて下さい。（現在、無職・休職中の方は、直近の職場の状況をお答え下さい）。アンケート回答に必要なお時間は3～5分ほどです。ぜひ、ご協力をよろしくお願いいたします。

しんぶん赤旗2017年1月11日(水)

陸地上空で空中給油も　オスプレイ　防衛省　否定せず

　防衛省は、６日に空中給油訓練を再開した米海兵隊普天間基地（沖縄県宜野湾市）所属のＭＶ２２オスプレイに関して、「緊急時、必要不可欠な場合にどのように空中給油を実施するかをあらかじめ一概に申し上げることは困難」として、訓練以外では、陸地の上空で給油を実施する可能性を否定しませんでした。同省が１０日、本紙の取材に回答しました。

　オスプレイは昨年１２月１３日夜、空中給油訓練中のトラブルで沖縄県名護市の浅瀬に墜落。民家からわずか８００メートルしか離れておらず、県民、住民に大きな衝撃を与えました。事故原因が完全には究明されないまま、わずか３週間ほどで給油訓練を再開していました。

　空中給油再開に際して稲田朋美防衛相は５日、「空中給油訓練は陸地から離れた海域の上空でしか実施しない。陸地の上空では実施しないことを確認している」とのコメントを発表。米軍がとった安全対策が有効であることが確認できたとして、「再開を理解する」としていましたが、同コメントが言及しているのは「訓練」に限っており、“印象操作”とも言えるものです。

　防衛省はまた、オスプレイの運用については、「我が国の防衛及び警備にかかわる事態一般において、人員や物資を輸送する場合を想定している」として、具体的な想定を明らかにしませんでした。
稲田防衛相、ＴＨＡＡＤ視察でグアムへ
　稲田朋美防衛相は１０日の閣議後の記者会見で、１２、１３両日に米領グアムを訪問すると発表した。米軍に配備されている最新鋭地上配備型迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」などを視察する。昨年１２月に訪れる予定だったが、国会日程の影響で再調整していた。
　稲田氏は会見で北朝鮮による核・ミサイル開発の脅威が高まっていると指摘。ＴＨＡＡＤについて「現段階で具体的な計画はないが、（ミサイル防衛）能力強化策の一つとなり得る」と述べた。（時事通信2017/01/10-12:29）
産経新聞2017.1.10 13:05更新 
稲田朋美防衛相がグアムでＴＨＡＡＤ視察へ　「導入は能力強化策の一つ」

高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）の発射実験（米国防総省提供・ロイター） 
　稲田朋美防衛相は１０日午前の記者会見で、１２、１３両日に米領グアムを訪問し、米軍アンダーセン空軍基地の最新鋭迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」を視察する予定を明らかにした。
　稲田氏はＴＨＡＡＤの自衛隊導入について「現時点で具体的な計画はない」としつつも、北朝鮮の弾道ミサイル開発などを念頭に「このような新たなアセット（装備品）の導入は具体的な（ミサイル防衛の）能力強化策の一つとなりうる」との認識を示した。
日米との演習、韓国反対で頓挫　朴政権への批判影響か
朝日新聞デジタルソウル＝牧野愛博2017年1月10日08時04分
　日米両国が先月、日米韓３カ国による対潜水艦戦闘の合同演習を提案したが、韓国が難色を示して実現しなくなったと、複数の日米韓関係筋が明らかにした。韓国では朴槿恵（パククネ）大統領の権限が停止し、同政権が進めた慰安婦合意など日韓協力への批判が強まっている。
　３カ国は昨年１２月１６日、次官補級の防衛実務者協議をソウルで開催。１１月に結んだ日韓の「軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ（ジーソミア））」に基づく新たな防衛協力を協議し、日米が３カ国での対潜合同演習を提案した。
　韓国軍は北朝鮮軍潜水艦を探知する能力が弱く、北朝鮮による海上テロやゲリラ攻撃、潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）の脅威に対する懸念が高まっている。韓国政府はＧＳＯＭＩＡの締結で、海上自衛隊の対潜哨戒機Ｐ３Ｃによる潜水艦探知能力などの向上に期待感を示していた。
　だが、防衛実務者協議では韓国側が、対潜合同演習の実施は時期尚早だとの考えを表明。日米もこの考えを受け入れ、３カ国が実施可能な合同演習の概念計画を作ることで合意した。
　日米韓関係筋は韓国が対潜合同…　【続きあり】
鳩山氏、在日米軍経費の負担増「とんでもない」

読売新聞2017年01月10日 23時04分

　鳩山由紀夫元首相と元外交官の宮家邦彦氏が１０日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出演し、今後の日本外交について議論した。

　鳩山氏は、ドナルド・トランプ次期米大統領が選挙期間中、日本側に在日米軍駐留経費の負担増を求める発言をしたことについて、「日本が７割支払っている。これ以上払えというのはとんでもない話だ」と批判した。宮家氏は、トランプ氏が在日米軍撤退をちらつかせたことについて、「撤退ということではなく、日米でどのようなことができるかという議論から始まると思う」と予測した。

しんぶん赤旗2017年1月11日(水)

震災復興費で購入の海自機　災害対処口実　戦争法の演習！？　本紙調査

　２０１１年の東日本大震災の復興予算で「災害対処能力の向上」を理由に購入した海上自衛隊の輸送機を、戦争法で地球の裏がわでの米軍との武力行使を可能としている「重要影響事態」を初適用した日米軍事演習に“参戦”させていたことが１０日、本紙の調べで分かりました。災害対処を口実に購入した輸送機を、日米演習で使用していることが確認されたのは初めてです。(山本眞直)

　問題の輸送機は、海自厚木基地所属で機体番号９０５１のＣ１３０Ｒ輸送機。同機は２０１６年１０月３０日から１１月１１日にかけて日本各地の自衛隊基地と在日米軍基地および周辺海域、南太平洋のグアム、テニヤンなどの北マリアナ諸島海空域で実施された日米共同統合演習（キーンソード１７）に参加。その一環として沖縄県の米空軍嘉手納基地で実施された弾薬輸送訓練で「弾薬輸送（模擬弾）」を担当しました。

　同訓練について防衛省は一切、公表していません。しかし、嘉手納基地のウェブサイトが同訓練を伝えたなかに、機体番号９０５１が記された海自のＣ１３０Ｒ輸送機から模擬弾の積み下ろし作業を行っている様子が写っていました。

　海自のＣ１３０Ｒは、１１年度補正予算の復興予算を使い、災害対処を口実にして、米海兵隊の中古機を６機、計１５０億円で購入しました。それまで使用してきたＹＳ１１輸送機が老朽化するなかで、東日本大震災の復旧活動の急増により運用停止時期が早まった、としてＣ１３０輸送機への更新を前倒しして購入を決めたのです。

　日本共産党の佐々木憲昭衆院議員（当時）は、１２年３月の衆院財務金融委員会で「自衛隊機を予定よりも前倒しで買い替えるため復興特別会計に入れること自体がおかしい。悪のりだ」と批判しました。

　防衛省はこうした指摘に対し、「自衛隊の災害対処能力の向上に沿っており適切だ」と、災害対応に必要だと釈明していました。

　「災害」を口実に国民の税金で購入しておきながら、海外派兵のための訓練に使用していることは、批判を免れません。

　同省は、日米軍事演習で使われた同輸送機についての本紙の問い合わせに「運用上の問題であり差し控えたい」と回答を拒否しました。

しんぶん赤旗2017年1月11日(水)

米兵　基地外に落下　オスプレイから降下訓練中　沖縄･伊江村

　沖縄県伊江村の米軍伊江島補助飛行場で１０日、垂直離着陸機オスプレイからパラシュート降下した米兵１人が基地のフェンス外に落下しました。

　村役場によると、午前１０時４３分、オスプレイから米兵６人が降下。そのうち１人がフェンス外の葉タバコ植え付け準備中の畑に落下しました。落下場所は米軍への提供地外で、フェンスから約５０メートル離れたところ。農作物への被害はなく、米兵にけがはありませんでした。米兵は陸軍所属だといいます。村は沖縄防衛局を通じて米側に再発防止を申し入れる予定です。
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（写真）基地の外の畑に落下する米兵＝１０日、沖縄県伊江村（名嘉實村議撮影）


　落下を目撃した日本共産党の名嘉實村議によると、オスプレイは２機同時に飛行し、１機からパラシュート降下訓練が行われました。名嘉議員は「畑に人がおらず事なきを得たが、いずれ大きな事故につながる。米軍のやりたい放題を許してはならない。オスプレイ配備撤回、基地撤去しかない」と話しました。

　オスプレイは昨年１２月１３日に墜落事故を起こしたものの、事故原因究明もないまま、わずか６日後に飛行を再開し、各地で訓練を行っています。

しんぶん赤旗2017年1月11日(水)

横田でも降下訓練　東京　今年初、沖縄の海兵隊
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（写真）パラシュート降下する海兵隊員＝１０日、東京・横田基地


　在日米軍横田基地（福生市など東京都多摩地域５市１町）で１０日、米軍が今年初のパラシュート降下訓練を実施しました。横田基地所属の米空軍Ｃ１３０輸送機１機から、午前１１時５９分と午後０時１５分の２回、８人ずつ計１６人。また同日夕も１機から午後４時２４分に８人、同３４分に５人、同４３分に６人の計１９人が降下しました。

　基地周辺の自治体への防衛省北関東防衛局からの情報提供では、実施期間は９～１３日の５日間で期間中、延べ５３人程度が降下を予定しています。

　横田基地の米空軍第３７４空輸航空団広報部によると、今回の訓練実施部隊は沖縄駐留の米海兵隊第３海兵師団第３偵察大隊です。同部隊は、パラシュート降下やＭＶ２２オスプレイなどで、最前線に真っ先に投入され、敵情などを探る部隊。沖縄駐留の海兵隊の実動部隊、第３１海兵遠征隊、第３海兵遠征旅団などに偵察部隊として派遣されます。

　同部隊を含む海兵隊部隊は、２０１２年７月以降、横田基地で頻繁にパラシュート降下訓練を実施しています。

　今月８日に習志野演習場（千葉県）で行われた陸上自衛隊第１空挺（くうてい）団の降下訓練始めでパラシュート降下した第１特殊部隊群第１大隊など米陸軍のパラシュート降下部隊も１２年１月以降、頻繁に降下訓練を実施し、横田基地は米軍のもっとも危険な任務を担う部隊の訓練拠点とされています。

菅長官、新元号時期の報道否定　「全く承知していない」

共同通信2017/1/10 14:37
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記者会見する菅官房長官＝10日午前、首相官邸

　菅義偉官房長官は10日の記者会見で、天皇陛下の退位に伴う新たな元号を2019年1月1日からとする方向で政府が検討しているとの一部報道に関し「そういう事実は全く承知していない」と述べた。「有識者会議に陛下の公務負担の軽減を最優先で静かに議論してもらっている。方向性も示されていない段階だ」とも強調した。

新元号、２０１９年元日から　退位は前年大みそか想定
朝日新聞デジタル2017年1月11日00時00分
　天皇陛下の退位をめぐり、政府は２０１９年１月１日に皇太子さまが新天皇に即位し、同日から新たな元号とする方向で検討に入った。国民生活への影響を最小限に抑えるため、元日の改元が望ましいと判断した。政府の想定通り進めば、いまの陛下は１８年１２月３１日に退位し、平成は３０年で幕を閉じることになる。

昭和から平成への代替わりで行われた主な行事
　複数の政府関係者が明らかにした。政府は一代限りで退位を可能とする特例法案を、春の大型連休前後に国会提出する予定。特例法案には退位の日付を明記せず、三権の長や皇族らでつくる「皇室会議」で決定し、政令で定める方向だ。
　政府関係者は「天皇陛下の代替わりの準備には、退位の日付が決まってから１年程度かかる」と指摘。今月２０日に開会する通常国会で特例法案が成立すれば、来年前半までにも、退位の日付を発表する日程を想定している。退位の日程を踏まえて事前に新元号も発表し、一定の準備期間を経たうえで改元することも検討。国民生活への影響を最小限にとどめたい考えだ。
　陛下は、退位の意向をにじませた昨年８月のお気持ち表明の冒頭で「戦後７０年という大きな節目を過ぎ、２年後には平成３０（２０１８）年を迎えます」と語った。政府は陛下の言及も踏まえて、１８年１２月末に退位する日程を検討している。
　最近の皇位継承では、天皇が逝去した当日や翌日に元号が改められてきた。明治までは、皇位継承があった年は前の天皇を悼み慕う気持ちから元号を改めず、年が改まってから改元する「踰年（ゆねん）改元」の例が多かったという。今回の政府の想定は、いまの陛下が退位した翌日に改元する点で「昭和」から「平成」への改元に沿っているが、それを年末年始に合わせているところに特徴がある。
　元号については、明治憲法下の旧皇室典範では定めがあったが、いまの皇室典範になり法的根拠が失われた。このため、１９７９年に元号法が制定、施行された。同法は「元号は政令で定める」「元号は皇位の継承があった場合に限り改める」と規定している。
【続きあり】
改元、国民生活を考慮　政府、準備期間設け元日に
朝日新聞デジタル2017年1月11日05時06分
　政府は天皇陛下の退位をめぐり、２０１８年１２月３１日に退位を実現し、１９年１月１日に皇太子さまが即位するスケジュールで検討に入った。新元号は、即位の前にあらかじめ発表する方向で調整を進める。準備期間を経て元日に改元することで、国民生活への影響を最小限に抑える狙いがある。
　最近の改元は、天皇の逝去に伴い、年の途中に行われてきた。「大正」から「昭和」への改元は１２月末、「昭和」から「平成」は１月初めだった。
　しかし、政府関係者は、年の途中で元号が切り替わると「国民生活の様々な場面に元号が直結しており、影響が大きい」と指摘する。実際、過去の改元の際などにも「年が改まってから改元した方がいい」といった議論があった。
　元号は皇位が継承されると変わ…　【続きあり】
産経新聞2017.1.10 05:00更新 
【天皇陛下の譲位】新元号は平成３１年元日から　皇室会議を経て閣議決定へ　法案提出は今年５月連休明け
　天皇陛下が在位３０年を節目として譲位を希望されていることを受け、政府は、平成３１（２０１９）年１月１日（元日）に皇太子さまの天皇即位に伴う儀式を行い、同日から新元号とする方向で検討に入った。国民生活への影響を最小限とするには元日の譲位が望ましいと判断した。譲位に伴う関連法案は、有識者会議の報告と衆参両院の論議を踏まえ、５月上旬にも国会に提出する見通し。譲位は「一代限り」として皇室典範改正は最小限にとどめる方向で検討を進める。
　複数の政府関係者が明らかにした。譲位の日時に関しては「○年以内に政令で定める」として法案に明記せず、皇室会議を経て閣議決定する方針。
　具体的には、平成３１年元日、国事行為である「剣璽等承継の儀」（三種の神器等引き継ぎ）と「即位後朝見の儀」（三権の長らの初拝謁）を宮中で行い、官房長官が速やかに新元号を発表する方向で検討している。
　皇位継承に伴う重要儀礼である大嘗祭は、準備に半年以上を要するため、平成３１年１１月にずれ込む見通し。皇位継承を内外に示す国事行為「即位礼正殿の儀」は大嘗祭の前に行われるという。
　天皇陛下の譲位に関する有識者会議（座長・今井敬経団連名誉会長）は１月２３日に論点整理をまとめる。「一代限り」で譲位を可能にする法整備を求める内容になるとみられる。
　これを受け、衆参両院は譲位に関する議論を始める方針。国会での議論を受け、有識者会議は３月中に最終報告をまとめる。政府が国会に法案提出するのは、５月の連休明けになる見通しだという。
　安倍晋三首相は６日、菅義偉官房長官、杉田和博官房副長官らと譲位に関する法整備をめぐり協議した。皇室典範に関しては、付則の一部だけを改正して特例法で対応するか、本則一部も改正するか、政府内で意見が分かれている。
　皇室典範は終身在位を基本とし、譲位を想定しておらず、譲位後の称号や住居、葬儀なども定める必要がある。このため、政府は、皇室経済法や宮内庁法などの一部改正も視野に入れており、譲位関連法案としてパッケージで国会に提出することになりそうだ。
　憲法４条は「天皇は国政に関する権能を有しない」と定めており、「天皇陛下のご意向」を憲法違反にならぬ形でどのように反映させるかも焦点となる。
　◇　
　■皇室会議　皇位継承や婚姻、皇籍離脱など皇室に関する重要な事項を合議する国の機関。皇室典範に定められる。首相が議長を務め、皇族（２人）、衆参両院正副議長、最高裁長官、宮内庁長官ら１０人で組織される。
　◇　
※おことわり　譲位に関する特別措置法は、特例法に表記を改めます。
１０億円、日本に返還を＝慰安婦合意で韓国野党幹部
　【ソウル時事】韓国最大野党「共に民主党」の禹相虎院内代表は９日の幹部会議で、慰安婦問題をめぐる合意に基づき日本政府が韓国の財団に拠出した１０億円について「早期に返すべきだ」と述べた。「予算が足りないなら、国会で予備費を計上すればいい」と指摘した。
　安倍晋三首相は、釜山の日本総領事館前の少女像設置に関し、「日本は１０億円の拠出を既に行った。次は韓国がしっかり誠意を示していただかなければならない」と述べたが、禹氏は１０億円の拠出と少女像設置問題の関連付けに強く反発した格好だ。
　禹氏は「韓国が日本を相手に詐欺を働いたというような話まで出ている」と述べ、「韓国外相は抗議もできない。このような屈辱があろうか」と批判した。（時事通信2017/01/10-00:05）
駐韓大使の帰任時期「総合判断」　首相、合意破棄要求に懸念

共同通信2017/1/10 22:20

　安倍晋三首相は10日午後、慰安婦少女像問題を巡る韓国の動向に反発して一時帰国させた長嶺安政・駐韓大使の帰任時期に関し、韓国政府の対応を見極めて判断する意向を明らかにした。共同通信のインタビューに答えた。少女

像撤去に向けた韓国の解決努力も盛り込んだ日韓合意を念頭に「総合的に判断したい」と強調。韓国で強まる合意破棄要求に懸念をにじませた。
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インタビューに答える安倍首相＝10日午後、首相官邸

　日韓合意への取り組みに関し、首相は「私たちは誠意を持って約束を実行している。当然韓国側もそうした判断をしてくれると考えている」と述べ、合意を誠実に履行するよう韓国に求めた。

首相、駐韓大使と対応協議　帰任時期は「未定」

共同通信2017/1/10 11:10
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取材に応じる岸田外相＝9日、ダブリン（共同）

　安倍晋三首相は10日午前、韓国・釜山の日本総領事館前に慰安婦被害を象徴する少女像が設置されたことへの対抗措置で一時帰国した長嶺安政・駐韓大使、森本康敬・釜山総領事と官邸で面会した。長嶺氏らは慰安婦問題の現状を報告。今後の対処方針について協議したとみられる。両国の対立状態が長引けば、北朝鮮問題を巡り強化してきた日韓や、日米韓の連携に影響が出かねず、首相の判断が焦点だ。

　岸田文雄外相は訪問先のアイルランド・ダブリンで9日（日本時間10日）、長嶺氏らの帰任時期に関し「未定だ」と述べ、韓国側の対応を見極めて判断する考えを示した。記者団の質問に答えた。

韓国、慰安婦問題で自制求める　白書は事実上中止

共同通信2017/1/10 19:35

　【ソウル共同】韓国で大統領代行を務める黄教安首相は10日の閣議で、従軍慰安婦問題について「事態悪化を招きかねない言動を自制することが、韓日関係の未来志向的な発展のために望ましい」と述べた。釜山の日本総領事館前での少女像設置への対抗措置として、駐韓大使らを一時帰国させた日本に事態拡大を避けるよう求めた形だ。
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ソウルの日本大使館前にある従軍慰安婦問題を象徴する少女像＝10日（共同）

　また、韓国政府が慰安婦被害の実態をまとめ、対応策を打ち出す際の基礎として計画した「日本軍慰安婦白書」刊行を事実上取りやめ、民間の研究結果や支援事業を説明した「研究報告書」として発行する方針を決めたことが判明。日本を刺激することを避ける狙いとみられる。

駐韓大使ら戻す時期 韓国政府の対応見極め判断
ＮＨＫ1月11日 5時29分
政府は慰安婦問題を象徴する少女像が新たに設置された問題で一時帰国させた長嶺大使らを韓国に戻す時期について、北朝鮮の動向を踏まえれば長引かせるのは得策ではないという意見もあり、撤去に向けた韓国政府の対応も見極めながら判断することにしています。
政府は韓国プサン（釜山）の日本総領事館の前に、慰安婦問題を象徴する少女像が新たに設置されたことへの対抗措置として、韓国駐在の長嶺大使と森本プサン総領事を一時帰国させ、安倍総理大臣は１０日、長嶺大使らから少女像設置後の韓国政府の対応などの報告を受けました。
長嶺大使らは外国訪問を終えて１１日に帰国する岸田外務大臣とも面会する予定で、少女像の撤去に向け、今後の対処方針などを協議することにしています。
政府は「パク・クネ（朴槿恵）大統領の職務停止など、韓国国内の状況にかかわらず、２国間の合意は引き継がれるべきだ」として、韓国政府に対し、ソウルの日本大使館の前に設置された少女像も含めて撤去を求めていく考えです。
ただ、政府内には長嶺大使らを韓国に戻す時期について、北朝鮮がミサイルの発射実験を強行する可能性を示唆していることなどから、長引かせるのは得策ではないという意見もあり、政府は少女像の撤去に向けた韓国政府の対応も見極めながら判断することにしています。
少女像設置 一時帰国の駐韓大使ら首相に報告 対応を協議
ＮＨＫ1月10日 11時57分
安倍総理大臣は、１０日午前、総理大臣官邸で、慰安婦問題を象徴する少女像が新たに設置されたことへの対抗措置として一時帰国させた韓国駐在の長嶺大使らから韓国国内の現状の報告を受け、今後の対応などを協議しました。
韓国プサン（釜山）の日本総領事館の前に慰安婦問題を象徴する少女像が設置されたことをめぐり、政府は、おととしの日韓両政府の合意に反するなどとして撤去を求めていますが、改善が図られないため対抗措置として、９日、韓国に駐在する長嶺大使と森本プサン総領事を一時帰国させました。
長嶺大使らは１０日午前、外務省で杉山事務次官らと協議したあと、総理大臣官邸で、安倍総理大臣や菅官房長官と面会しました。
安倍総理大臣は、長嶺大使らから、少女像設置後の韓国政府の対応などの報告を受け、少女像の撤去に向けた今後の対応などを協議しました。
面会後、長嶺大使は記者団に対し、「内容について申し上げることはできないが、総理、官房長官にしっかりとご報告したということだ」と述べました。
また、同席した外務省幹部は「総理から指示があったが、内容は言えない」と述べました。
政府は、慰安婦問題を最終的かつ不可逆的に解決することを確認した日韓合意に反するなどとして、ソウルの日本大使館の前に設置された少女像も含めて撤去を求めており、韓国政府の対応も見ながら長嶺大使らを韓国に戻す時期などを決めることにしています。
官房長官「合意の着実な実施求める」
菅官房長官は閣議のあとの記者会見で「おととしの日韓合意では、慰安婦問題が最終的で不可逆的に解決をされると両政府で確認している。韓国政府も『合意を着実に実行していくという立場には変わりはない』としており、引き続き韓国側に対してこの慰安婦像の問題も含め、合意の着実な実施を求めていきたい」と述べました。
また、菅官房長官は長嶺大使らが韓国に戻る時期について「現時点では決まっているわけではなく、今後の諸状況を総合的に判断して検討していきたい」と述べました。
一方、菅官房長官は、韓国との関係について「極めて重要な同じ価値観を共有する国だと理解している。特に北朝鮮問題が厳しい中にあって、日米韓はしっかり連携して対応していく必要がある」と述べました。
防衛相「誠実に合意履行を」
稲田防衛大臣は閣議の後の記者会見で、「歴史的な日韓合意に反する行動には強く抗議し撤去を求めていく。日韓双方が誠実に合意を履行していくことが求められている」と述べました。そのうえで、稲田大臣は、「わが国と韓国は、ともにアメリカの同盟国として、東アジアの平和と安定に共通の利益を有している。長年の懸案であった、ＧＳＯＭＩＡ＝安全保障上の機密情報を共有・保護するための協定の発効は、地域の平和と安定に資するものであり、安全保障をめぐる協力を強化していきたい」と述べました。
自民 二階幹事長「それほど長くはならない」
自民党の二階幹事長は、記者会見で、「韓国は、日本と緊密な歴史がある国なので、丁寧に対応することが大事だ。大使の帰国は、どこの国でもそういう対応をとることがしばしばあるが、用が済めば再び戻ることが通例であり、今回もそんなに長く引っ張ることにはならないと思う」と述べました。
駐韓大使　「少女像」難しい対応…安倍首相と協議
毎日新聞2017年1月10日 21時28分(最終更新 1月10日 21時28分)
　韓国・釜山の日本総領事館前に慰安婦を象徴する少女像が新たに設置された問題で、安倍晋三首相は１０日、一時帰国した長嶺安政・駐韓大使、森本康敬・釜山総領事らと面会し、今後の対応を協議した。長嶺氏らの日本滞在日数は未定。日本側は対抗措置で韓国側に日韓合意履行を求めているが、韓国国内の反発も強まっており、難しい対応を迫られている。 
　日本政府は長嶺氏らの一時帰国を、「今後の対応を協議するため」（外務省幹部）と位置づけ、韓国側の対応にかかわらず数日程度で韓国に戻すことも検討している。ただ、韓国では最大野党「共に民主党」が、日本側が拠出した１０億円の返還と合意の破棄を主張するなど日本側の対抗措置への反発を強めており、韓国政府の少女像撤去に向けた動きも鈍い。前進がないまま長嶺氏らが韓国に戻れば日本国内の反発も出かねず、日本として出口戦略は描けていないのが実情だ。 
　菅義偉官房長官は１０日の記者会見で「（少女像撤去を）韓国側に粘り強くあらゆる機会を通じて求めていく」と強調する一方、長嶺氏らの日本滞在期間については「総合的に判断したい」と述べるにとどめた。 
　麻生太郎副総理兼財務相は１０日の記者会見で、日本側の対抗措置として中断した日韓通貨交換（スワップ）協定の協議について、「約束が守られないなら、貸した金も返ってこないとか、スワップも守られないとか、難しくなる」と指摘した。【小田中大】 
稲田防衛相、日韓の安保「協力強化を」　少女像は批判
朝日新聞デジタル2017年1月10日12時39分

稲田朋美氏
■稲田朋美防衛相
　（韓国・釜山の日本総領事館前に慰安婦問題を象徴する「少女像」が設置された問題で）一昨年末に日韓が慰安婦問題について、最終的かつ不可逆的に解決するという大変、歴史的な合意に反するもので、極めて遺憾だ。日韓合意に反する行動については、（我が国の対応として）強く抗議をして（少女像の）撤去を求めていくということだ。
　一方、我が国と韓国は、米国の同盟国として、東アジアの地域の平和と安定に共通の利益を有しているし、長年の懸案であったＧＳＯＭＩＡ（軍事情報包括保護協定＝ジーソミア）が（昨年）発効したということは、地域の平和と安定に資するものだ。そういった安全保障を巡る環境について、しっかり協力を強化していきたいと思う。（閣議後の記者会見で）
産経新聞2017.1.10 11:55更新 
【釜山・慰安婦像設置】韓国紙、日韓関係維持へ韓国政府にも対応求める

韓国・釜山の日本総領事館前の道路に設置された慰安婦像＝2016年１２月３０日（名村隆寛撮影）
　韓国・釜山の日本総領事館前に慰安婦被害を象徴する少女像が設置されたことへの対抗措置として日本政府が駐韓大使を一時帰国させたことなどについて、韓国各紙は１０日、日本側の強い姿勢を批判する一方、韓国政府にも日韓関係維持へ対応を求めた。
　東亜日報は社説で、安倍晋三首相がＮＨＫ番組で日本側は元慰安婦を支援する資金を既に拠出したとして韓国側に少女像撤去を迫る姿勢を示したことについて「（安倍氏が日韓合意で表明した）おわびの誠意を疑わせ、外交的な礼儀を欠く」と批判した。
　朝鮮日報は社説で、市民団体による釜山の少女像設置は「合意の趣旨と合わないのは事実」と指摘。一方で「だからといって（設置により）韓国政府が合意に反したとは言えない」とし、日本の強硬姿勢をたしなめた。（共同）
韓国首相 日韓関係が再び悪化することを懸念
ＮＨＫ1月10日 12時22分
慰安婦問題を象徴する少女像が新たに設置されたことへの対抗措置として、韓国に駐在する長嶺大使らが一時帰国したことに関連して、韓国のパク・クネ（朴槿恵）大統領の職務を代行しているファン・ギョアン（黄教安）首相は１０日開かれた閣議で、「慰安婦問題をめぐって日韓関係を憂慮する声が上がっている」と述べ、改善しつつあった日韓関係が慰安婦問題によって再び悪化することに懸念を示しました。
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そして、おととしの慰安婦問題をめぐる日韓両政府の合意について「旧日本軍の関与と日本政府の責任が認定され、謝罪と反省が表明された。そして、日本政府の予算を財源に元慰安婦への支援事業が行われ、被害者の名誉と尊厳を回復することになった」と評価し、韓国政府として合意を着実に履行していく姿勢を改めて強調しました。
そのうえでファン首相は「状況の悪化をもたらす言動を自制することが、日韓関係の未来志向的な発展のために望ましい」と述べ、日韓双方が合意の趣旨を尊重し、自制すべきだという考えを示しました。
韓国首相「状況悪化もたらす言動の自制を」　慰安婦問題
朝日新聞デジタルソウル＝東岡徹2017年1月10日11時23分
　韓国の黄教安（ファンギョアン）首相は１０日の閣議で、慰安婦問題について「状況悪化をもたらす言動を自制することが、韓日関係の未来志向的な発展のために望ましい」と述べた。釜山の日本総領事館前に「少女像」が設置された問題で、安倍晋三首相が韓国政府に「誠意」を求めたり、韓国の野党がこれに反発したりしていることが念頭にあるとみられる。
　黄首相は朴槿恵（パククネ）大統領の弾劾（だんがい）訴追に伴って、大統領の権限を代行している。閣議では「慰安婦問題に関連し、各界で韓日関係について憂慮する声が提起されている」と指摘。２０１５年１２月の日韓合意の意義を強調し、「韓日両政府だけでなく、すべての利害当事者たちが合意の趣旨と精神を尊重し、韓日関係の発展のために努力していくことが必要だ」と訴えた。（ソウル＝東岡徹）
韓国首相、合意履行「努力」…野党けん制も狙い

読売新聞2017年01月10日 14時56分

　【ソウル＝宮崎健雄】韓国大統領代行のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(ファンギョアン),黄教安)首相は１０日の閣議で、「慰安婦問題と関連し、状況悪化をもたらす可能性がある言動は自粛することが日韓関係の未来志向的な発展のために望ましい」と述べた。

　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(プサン),釜山)の日本総領事館前に慰安婦を象徴する少女像が設置されたことを受け、長嶺安政・駐韓大使が９日、日本に一時帰国し、野党から２０１５年末の日韓合意の再交渉や無効化を訴える声も強まっている。発言は野党をけん制する狙いとみられる。

　黄氏は「各界で日韓関係について懸念する声が出ている」とし、「両政府だけでなく、すべての利害当事者たちが合意の趣旨と精神を尊重し、日韓関係の発展のために努力していくことが必要だ」と強調した。韓国政府は日韓合意を着実に履行する方針を維持しているが、少女像の移転に対しては世論の反発が強く、実現の見通しは立っていない。

韓国首相　日韓に「自制を」　慰安婦問題、対立激化懸念か
毎日新聞2017年1月10日 20時11分(最終更新 1月10日 20時53分)
　【ソウル米村耕一】韓国の朴槿恵（パク・クネ）大統領の職務を代行する黄教安（ファン・ギョアン）首相は１０日、閣議の場で慰安婦問題に関連して「状況を悪化させる言動は自制することが望ましい」と述べ、日韓双方に抑制的な対応を呼びかけた。釜山の日本総領事館前に設置された少女像を巡り、両国間の対立が激化することを懸念した発言だとみられる。 
　黄首相は「各界から韓日関係について憂慮の声が上がっている」と指摘。慰安婦問題に関する２０１５年の日韓両政府合意を履行する意思を再確認した上で、「両国政府だけでなく全ての利害関係者が合意の趣旨と精神を尊重し、韓日関係の発展のために努力を続ける必要がある」と呼びかけた。 
　韓国は終末高高度防衛（ＴＨＡＡＤ）ミサイルの在韓米軍配備決定を巡り中国との関係も悪化している。そうした中、黄首相は今回の発言で、韓国政府として日韓関係のこれ以上の悪化は望まないとの意思を示したといえる。像を設置した韓国の市民団体や、日韓合意の破棄を求める野党にも、柔軟な対応を求めた形だ。 
　韓国外務省報道官も１０日の定例記者会見で、少女像について「政府と自治体、市民団体などの関連する当事者が、外国公館の保護と国際的な儀礼および慣例を考慮し、適切な場所について知恵を集めることを期待する」との韓国政府の立場を改めて強調した。 
　少女像を巡っては安倍晋三首相が８日、「日本は１０億円の拠出を既に行った。次は韓国にしっかり誠意を示してもらわなければならない」と撤去を要求。それに対して、韓国の野党側から「１０億円を返すべきだ」などの反発が出ていた。 
「少女像」対立、米が仲介へ　ケリー氏、電話会談を検討
朝日新聞デジタルソウル＝牧野愛博2017年1月11日05時03分
　韓国・釜山の日本総領事館前に慰安婦問題を象徴する「少女像」が設置された問題をめぐり、日米韓の枠組みで問題解決を模索する案が１０日までに浮上した。閣僚級を含む対話で３カ国協力の重要性を改めて確認する考え。ただ現時点で日韓両政府から解決に向けた具体策は示されていない。
　日米韓関係筋によれば、この案は米国が主導している。ケリー米国務長官ら、今月２０日のトランプ政権発足で退任する米高官が、離任を理由に日韓の両外相らと個別か３者で電話会談する案が検討されている模様だ。米国は６日にバイデン副大統領が、安倍晋三首相と黄教安（ファンギョアン）韓国首相（大統領権限代行）に個別に電話し、話し合いによる解決を促したばかり。
　同筋は、米国の積極姿勢の背景について「トランプ新政権の発足が近づく中、日韓が歩み寄らないことにいらだっているようだ」と語った。
　韓国政府内では１０日現在、少女像を設置した市民団体と日本政府が話し合って妥協点を模索することを求める声が出るなどしており、政府として主体的に像の撤去に乗り出す動きはない。日米韓の枠組みで解決策を模索しても、慰安婦問題と他の懸案を切り離すことを確認する程度にとどまる可能性もありそうだ。（ソウル＝牧野愛博）
産経新聞2017.1.10 17:32更新 
【歴史戦】中国が「抗日戦争」期間を「延長」　教科書で８年間から１４年間に　１９３１年の柳条湖事件を起点に

中国の小中高の教科書や教材で「抗日戦争」の期間を従来の８年間から１４年間に“修正”するよう全土の教育部門に行った１月３日付の中国教育省による通達（香港フェニックステレビ電子版から）
　【上海＝河崎真澄】中国の「抗日戦争」に関する小中学校から高校までの歴史教科書の記述で、戦争の期間について従来の１９３７年から４５年までの８年とする解釈を変更し、３１年からの１４年に全面修正するよう、中国教育省が全土の地方政府に通達を行ったことが１０日、分かった。
　香港のフェニックステレビ（電子版）が入手した１月３日付の教育省の通達文書によると、「抗日戦争は１４年間だったという概念を確実に根付かせるよう改めよ」として、今春から教科書や教材の記述を全面的に変更するよう要求した。
　中国はこれまで「抗日戦争」として、３７年７月に北京（当時は北平）近くで発生した「盧溝橋事件」（中国では「七七事件」）を起点にしてきた。だが、習近平政権下で歴史の見直しが進み、３１年９月に奉天（現在の遼寧省瀋陽）付近で起きた「柳条湖事件」に遡（さかのぼ）らせることにしたという。
　４５年８月の終戦までとの認識は変わらないが、一部には１８９４～９５年の「日清戦争」からの「抗日戦争５０年」を掲げ、期間をさらに広げようとする動きもある。習政権には歴史教育を通じ、対日姿勢を一段と強める狙いがありそうだ。
少年法の対象年齢引き下げに反対 東京でシンポジウム
ＮＨＫ1月11日 5時24分
少年法の対象年齢について法制審議会で議論が始まるのを前に１０日夜、年齢の引き下げに反対するシンポジウムが開かれ、１８歳の時に逮捕されたことのある男性が、少年法の対象になったことで立ち直ることができたという経験を語りました。
２０歳未満の少年は罪を犯すと少年法の対象となり、大人とは違う処遇を受けますが、法務省は選挙権年齢が１８歳に引き下げられたことを受けて、来月開かれる予定の法制審議会の総会で、少年法の対象年齢についても議論を始めるよう諮問する方針です。
年齢の引き下げに反対する東京の３つの弁護士会は１０日夜、東京・千代田区でシンポジウムを開き、１８歳の時に逮捕され、少年院に入所したことのある大山一誠さん（３７）がみずからの経験を語りました。
大山さんは少年法の対象になったことで、刑務所ではなく少年院で立ち直りのための指導を受けることができたと説明し、「教育で犯罪を防いでいく社会になってほしい」と訴えました。
シンポジウムを主催した東京弁護士会の杉浦ひとみ弁護士は「１８歳や１９歳はまだ未熟で、大人が手を差し伸べて指導する必要がある。子どもたちの実態を正しく知ってもらい、冷静に議論を進めてほしい」と話していました。
成人年齢引き下げで消費者被害の可能性 対応求める
ＮＨＫ1月10日 22時46分
民法の成人年齢を１８歳に引き下げる検討が進められる中、国の消費者委員会は、若者の消費者被害を防ぐための対応策について意見をまとめ、「成人年齢の引き下げでかなりの被害が出る可能性が高い」として、消費者庁に対応を求めました。
未成年者が不本意な契約をした場合、親などの同意がない契約であれば取り消すことができますが、成人年齢が１８歳に引き下げられれば、１８歳と１９歳が法律の保護の対象から外れ、消費者被害が拡大するおそれがあります。
このため消費者委員会は、去年９月からワーキンググループを設けて新たな被害の防止や救済策について検討を進め、１０日の会合で成人年齢が引き下げられた場合の対応策について意見をまとめました。
この中では１８歳から２２歳の若者を念頭に、「若年成人」に対する新たな配慮が必要だとして、知識や経験の不足などにつけ込んだ契約を取り消すことができる制度などを検討するよう消費者庁に求めています。
また、特に中学校に入った段階から消費者教育に体系的に取り組むべきだと指摘し、十分な消費者教育が行われるまでの準備期間を確保することが重要だとしています。
消費者委員会の河上正二委員長は「近年の若者はクレジットカードやインターネットの利用で、財産的な取り引き関係に入り込みやすい環境にあり、成人年齢が引き下げられれば、かなりの被害が出る可能性が高い。消費者庁には報告書の趣旨を踏まえて、しっかりとした対応を取ってもらいたい」と話しています。消費者庁は１０日にまとめられた意見を基に、対策を検討していきたいとしています。
共産 小池書記局長 都議選で議席上積み目指す
ＮＨＫ1月10日 20時21分
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共産党の小池書記局長は記者会見で、ことし夏の東京都議会議員選挙では、現在の１７議席からの上積みを目指すとしたうえで、東京都の小池知事の都政運営に対しては是々非々の姿勢で臨んでいく考えを強調しました。
この中で小池書記局長は、夏の東京都議会議員選挙について「４年前の都議会議員選挙で１７議席を獲得したことが、共産党躍進のスタートになった。都議選に勝利することが、ことしの最大の目標だ」と述べ、現在の１７議席からの上積みを目指す考えを示しました。
また、東京都の小池知事との関係について「小池知事が進めている政策には、共産党が主張してきたものが、かなり盛り込まれている。われわれが求めてきたものに応える政策は支持するが、考えの方向が違うものがあれば、きっぱり反対を申し上げる。簡単に言えば是々非々だ」と述べました。
トランプ氏、大物女優を“口撃”　差別的な姿勢を戒められ

共同通信2017/1/10 08:49
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ゴールデン・グローブ賞授賞式でセシル・B・デミル賞を贈られたメリル・ストリープさん＝8日、米カリフォルニア州（ロイター＝共同）

　【ワシントン共同】トランプ次期米大統領が9日、大物女優メリル・ストリープさんを「ハリウッドで最も過大評価された女優の一人」とツイッターでののしった。差別的な姿勢をストリープさんから「軽蔑は軽蔑を呼び、暴力は暴力を生む」と戒められ、憤慨したようだ。

　きっかけは、8日夜のゴールデン・グローブ賞授賞式でのストリープさんの発言。トランプ氏が2015年の選挙集会で、手や腕をけいれんさせるように動かしながら身体障害のある米紙記者をあざけるような言動をしたことを念頭に「この国で最も尊敬される座に就こうとしている人物が障害のある記者の物まねをした」と批判した。

メリル・ストリープさん、トランプ氏を批判
朝日新聞デジタルサンフランシスコ＝宮地ゆう2017年1月10日10時32分

ゴールデングローブ賞授賞式で８日、セシル・Ｂ・デミル賞を受賞した女優のメリル・ストリープさん。ＮＢＣ提供＝ＡＰ
　米ロサンゼルスで８日開かれたゴールデングローブ賞の授賞式で女優のメリル・ストリープさんが、トランプ氏を批判した。これに対してトランプ氏がツイッターで反論するなど、応酬があった。
　長年の功績をたたえるセシル・Ｂ・デミル賞を受賞したストリープさんは「ハリウッドはよそ者と外国人がいっぱいの場所。そこから彼らを追い出してしまえば、フットボールと格闘技しか残らない」とスピーチ。トランプ氏の名前は出さないままだったが、観客の歓声と大きな拍手を浴びた。
　さらに、トランプ氏が選挙戦中、障害のあるニューヨーク・タイムズ紙の記者のまねをしたことを「公の職に就こうとする人がこのような屈辱を与えれば、他の人にも広がっていく。軽蔑は軽蔑を招き、暴力は暴力を招く」などと批判した。
　これに対し、トランプ氏は９日、ツイッターに「メリル・ストリープはハリウッドで最も過大評価されている女優の一人だ。自分のことを知りもしないのに攻撃した。彼女は大負けしたヒラリーの取り巻きだ」「障害のある記者のまねなどしていない」などと投稿した。
　アカデミー賞受賞者のストリープさんは同賞にノミネートされる常連で、ハリウッドの大女優として知られている。（サンフランシスコ＝宮地ゆう）
トランプ氏、ハリウッド女優の批判に不快感

読売新聞2017年01月10日 14時10分

　【ロサンゼルス＝田原徳容】ドナルド・トランプ氏は９日、米西部で８日に行われたゴールデン・グローブ賞授賞式で人気女優のメリル・ストリープさん（６７）がトランプ氏を批判したことに対し、ツイッターで「ハリウッドで最も過大に評価された女優の一人だ」などと述べ、反トランプ感情が強いハリウッドへの不快感を示した。

　ストリープさんは、映画界での功績をたたえる特別賞の受賞演説で、「ハリウッドと外国人、メディアが米社会で最も中傷されている」と指摘し、トランプ氏を名指しせずに批判。さらに、トランプ氏が選挙期間中、障害がある記者のしぐさを物まねしたとして、「（自らが）権力で勝る相手に対して行った行為に（自分の）心が砕かれた」と述べ、メディアが権力を監視する必要性を訴えた。

メリル・ストリープさん、トランプ氏を批判　米映画賞授賞式で 
日経新聞2017/1/10 10:04
　【ニューヨーク＝河内真帆】ハリウッドを代表する女優の１人であるメリル・ストリープさん（67）がトランプ次期米大統領を批判し、話題を集めている。ゴールデン・グローブ賞の受賞スピーチで、ストリープさんが人権や報道の自由を侵害するトランプ氏を糾弾。これに対しトランプ氏がストリープさんをツイッターで非難する異例の展開となっている。
　ストリープさんは８日、ゴールデン・グローブ賞の永年功労賞の受賞スピーチで「ハリウッドとは一体なんでしょう。外から来た人間、外国人の寄せ集めです。もし『外から来た人間を全部追い出せ』というなら、アメフトか格闘技しか見る物がなくなるわ」と語り、聴衆をまず爆笑の渦に巻き込んだ。
　その上で「私の心の中から消せない演技があります。障害を持つ記者を愚弄するものまねでした」と発言。トランプ氏の名前は出さずに、同氏が大統領選のキャンペーン中に米紙ニューヨーク・タイムズ紙の身体障害を持つ記者をものまねしてからかったエピソードを糾弾した。


ゴールデン・グローブ賞授賞式で演説するメリル・ストリープさん（８日、カリフォルニア州）＝ＡＰ
　「公の立場に立つ人間が人をさげすみ、他の人にもこういう行為をしていいと許可を与えました。これが映画ではなく現実に起こっていること。私の頭の中から消えないのです」と熱弁をふるった。
　一夜明けた９日早朝。トランプ氏は「何度も言うが、私は障害を持った記者のものまねなどしたことはないし、やろうと思ったこともない」とツイッターに投稿。「メリル・ストリープは最も過大評価されたハリウッド女優。大負けしたヒラリーの下僕だ」とののしった。
革マル議長の「自宅」捜索＝偽名使用事件の関係先－警視庁・神奈川県警
　革マル派が偽名で賃貸契約した事件の関係先として、警視庁公安部と神奈川県警は１０日、有印私文書偽造・同公使容疑で同派の新田寛議長（７０）が住民登録している神奈川県内の住宅と、東京都葛飾区の非公然アジトを家宅捜索した。革マル派の議長は１９９６年から「植田琢磨」というペンネームを使っているが、本名が明かされるのは初めて。議長宅の捜索も初めてという。
　捜索容疑は２０１２年３月、革マル派がアジトとして使っていた荒川区西尾久の部屋の賃貸契約を更新する際、幹部活動家の６０代男が他人の氏名を記載し、押印した疑い。（時事通信2017/01/10-11:57）
過激派「革マル派」トップの実名判明 組織の実態解明へ
ＮＨＫ1月10日 17時44分
警視庁などは１０日、過激派「革マル派」の非公然アジトと見られる部屋などを捜索しました。一連の捜査で、「革マル派」のトップの実名を初めて把握したということで、警視庁などは組織の実態解明を進める方針です。
１０日に警視庁と神奈川県警が有印私文書偽造などの疑いで捜索したのは、東京・葛飾区内と神奈川県内の団地の部屋です。
警視庁によりますと、このうち都内の部屋は過激派「革マル派」の非公然アジトと見られ、神奈川県内の部屋は組織のトップの植田琢磨議長（７０）が本名の「新田寛」という名義で住民登録している場所だということです。
植田議長は、平成８年に就任して以来実名を公表せず活動していましたが、警視庁が一連の捜査の中で、実名を初めて特定したということです。
警視庁によりますと、革マル派が別のアジトとして使っていた部屋の賃貸契約を更新する際に偽名を使っていた疑いで捜査していたところ、関係先として１０日に捜索した２か所が浮上したということで、警視庁などは組織の実態解明を進める方針です。
捜索を受けたことについて革マル派は「本日の警察権力による不当な捜索を弾劾する。その不当性は明らかである」などとするコメントを出しています。
革マル派議長の本名、警察が特定　神奈川の団地捜索
朝日新聞デジタル2017年1月10日18時46分

革マル派の関係先とみられる集合住宅を捜索する警視庁の捜査員ら＝１０日午前１０時過ぎ、東京都葛飾区青戸３丁目
　過激派組織「革マル派」の最高幹部について、警視庁と神奈川県警が、本名や住民登録先を特定していたことがわかった。捜査関係者が明らかにした。
　最高幹部は新田寛議長（７０）。本名が明らかになるのは初めて。革マル派は、結成時から議長を務めていた故黒田寛一議長が１９９６年に身を引き、新田議長が後任となったが、約２０年間にわたって「植田琢磨」というペンネームを使い、人前にはほとんど姿を見せなかったという。
　警視庁と神奈川県警は１０日、新田議長が住民登録している神奈川県内にある団地の一室や、革マル派の非公然アジトとみられる都内の集合住宅の一室を有印私文書偽造・同行使容疑で捜索した。容疑は２０１２年３月、同派がアジトにしていた荒川区内にあった部屋の賃貸契約を更新する際、幹部の６０代男性が別人の名前を使ったというもの。
　革マル派は捜索を受けたことについて「警察権力による不当な捜索を弾劾（だんがい）する。不当性は明らかである。新田寛議長が植田琢磨議長というペンネームなどというのは、笑止千万の妄言である」とのコメントを出した。
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